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第201 回

定時株主総会
招集ご通知
■ 開催日時
2026年３月24日（火曜日）午前10時
（受付開始：午前９時）

■ 開催場所
東京都文京区関口二丁目10番８号
ホテル椿山荘東京バンケット棟１階「胡蝶」

■ 決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役２名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

お土産および喫茶サービスはご用意してお
りません。

証券コード：9173
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（証券コード9173）
2026年３月６日

（電子提供措置の開始日2026年３月２日）
株 主 各 位

東京都港区海岸一丁目16番１号

東海汽船株式会社
代表取締役
社 長 山 﨑 潤 一

第201回 定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第201回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.tokaikisen.co.jp/company/

また、上記のほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下
の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名（東海汽船）または
証券コード（9173）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／PR情報」を選択のうえ、ご確
認くださいますようお願い申し上げます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

前株主総会より、当日のご出席、書面（郵送）に加えて、インターネットによる議決権の行使
が可能となりました。議決権行使方法につきましては３ページを、インターネットによる議決権
の行使方法につきましては４ページをご参照ください。当日ご出席されない場合は、お手数です
が後記の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、2026年３月23日（月曜日）午後６時までに議
決権を行使いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
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記
１．日 時 2026年３月24日（火曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 東京都文京区関口二丁目10番８号

ホテル椿山荘東京 バンケット棟１階「胡蝶」
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第201期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）事業報告、連結
計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告
の件

２．第201期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）計算書類報告の
件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役２名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

４．招集にあたっての
決 定 事 項 （１）議決権行使書による議決権行使の際に、議案に対して賛否の記載がない

場合は、賛成の議決権行使があったものとしてお取り扱いいたします。
（２）インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、イン

ターネットによる議決権行使を有効な行使として取り扱わせていただき
ます。なお、インターネットによる方法で複数回議決権を行使された場
合は、最後の行使を有効な行使として取り扱わせていただきます。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申し上げます。

〇電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、
書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、監
査役および会計監査人は次の事項を含む監査対象書類を監査しております。
・事業報告の以下の事項
「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況」
・連結計算書類の以下の事項
「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
・計算書類の以下の事項
「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

〇電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトおよび東証
ウェブサイトにその旨、修正前の事項および修正後の事項を掲載させていただきます。
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議決権行使についてのご案内
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株主総会にご出席いただける場合

当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知をご持参いただく
とともに同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申し上げます。
※代理人により議決権を行使される場合は、議決権の行使につき
委任を受けた代理人が議決権行使書用紙を持参し、代理権を証明
する書面とともに会場受付にご提出ください。代理人の資格は、
当社の議決権を有する他の株主様１名とさせていただきます。
開催日時 2026年３月24日（火曜日）午前10時

株主総会にご出席いただけない場合

書面による議決権行使
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入いただきご
送付ください。議決権行使書による議決権行使の際に、議案に対
して賛否の記載がない場合は、賛成の議決権行使があったものと
してお取り扱いいたします。
行使期限 2026年３月23日（月曜日）午後６時必着

インターネットによる議決権行使
次頁のインターネットによる議決権行使のご案内をご高覧の上、
画面の案内に従って、賛否を入力してください。
行使期限 2026年３月23日（月曜日）午後６時まで
スマートフォンでの議決権行使は、「スマート行使」をご利用ください。
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インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決
権行使ウェブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

インターネットによる
議決権行使のご案内

■ 議決権行使書と電磁的方法（インターネット）による方法とを重複して議
決権を行使された場合は、電磁的方法（インターネット）による議決権行
使を有効なものといたします。

■ 電磁的方法（インターネット）による方法で重複して議決権を行使された
場合又は議決権行使書による方法で重複して議決権を行使された場合は、
いずれも最後に行使されたものを有効といたします。

ご注意事項

2026年３月23日（月曜日）
午後６時まで

議決権
行使期限

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

「スマート行使」について
同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使
ウェブサイトログインQRコード」を読み取りいただくことにより、

「議決権行使コード」および「パスワード」が入力不要でアクセスできます。
※上記方法での議決権行使は1回に限ります。
※「スマート行使」による議決権行使後に行使内容を修正される場合は、

お手数ですが議決権行使ウェブサイトにてご修正をいただきますよう
お願い申し上げます。

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

（平日午前９時～午後９時）

みずほ信託銀行 証券代行部

ふ0120-768-524

お問い合わせ先

「次へすすむ」をクリック

1. 議決権行使ウェブサイトにアクセスする

クリック

お手元の議決権行使書用紙に記載された「パスワード」を
入力した上で、新パスワードを入力し、「登録」をクリック

3. パスワードの入力

入 力

クリック

お手元の議決権行使書用紙に記載された「議決権
行使コード」を入力し、「次へ」をクリック

2. ログインする

クリック

入 力

アクセス手順について

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使についてのご案内
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株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして認
識しており、財務体質の向上を図りながら、内部留保の充実にも留意しつつ、安定
配当の維持に努めることを利益配分の基本方針としております。
当期につきましては、今後の事業環境や企業基盤の強化のための内部留保等を総合
的に勘案した結果、下記のとおり配当いたしたいと存じます。

１ 期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金10円、総額21,946,180円
（3）剰余金の配当が効力を生じる日

2026年３月25日
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第２号議案 取締役２名選任の件
経営体制の一層の強化を図るため、取締役２名を増員することとし、その選任をお
願いするものであります。なお、新たに選任された取締役の任期は、当社定款の定
めにより、他の在任取締役の任期の満了する時までとなります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 数

１
新任 社外

ぬま い ひで お

沼 井 秀 男
(1964年12月21日生)

1985年10月 東京汽船株式会社入社
2013年４月 同社工務部次長
2017年６月 同社取締役工務部長
2025年６月 同社取締役常務執行役員工務部長（現在）
2025年10月 T-KOS株式会社代表取締役社長（現在）
（重要な兼職の状況）
東京汽船株式会社取締役常務執行役員工務部長
T-KOS株式会社代表取締役社長

０株

２
新任 社外

たけ いち れい こ

武 市 玲 子
(1962年11月25日生)

1986年 ４月 東京都入都
2013年 ７月 同生活文化局私学部長
2015年 ７月 同生活文化局総務部長
2017年 ４月 同生活文化局理事＜公益財団法人東京都歴史

文化財団派遣＞
2018年 ４月 同生活文化局次長
2020年 ７月 同人事委員会事務局長
2021年10月 同生活文化局長
2022年 ３月 同交通局長
2023年 ４月 株式会社はとバス代表取締役社長（現在）
2023年 ５月 株式会社シーライン東京取締役（現在）
（重要な兼職の状況）
株式会社はとバス代表取締役社長
株式会社シーライン東京取締役

０株

注）1 各取締役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
2 沼井秀男氏および武市玲子氏は、社外取締役候補者であります。
3 社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
① 沼井秀男氏を社外取締役候補者とした理由は、海運業界における長年の経験と、上場会社の経営者

としての豊富な知見を、当社取締役会の監督機能強化に役立てていただくことを期待したためであ
ります。

② 武市玲子氏を社外取締役候補者とした理由は、東京都における長年の行政経験と、公共交通および
観光分野の経営者としての豊富な知見を、当社取締役会の監督機能強化に役立てていただくことを
期待したためであります。
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4 責任限定契約の概要
沼井秀男氏および武市玲子氏の選任が承認された場合には、当社は両氏との間で、会社法第423条第
１項の責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく責任の限度額は、法
令が規定する額としております。

5 役員等賠償責任保険契約の概要
当社は取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者がその職務の
執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある
損害が補填されます。本議案において沼井秀男氏および武市玲子氏の選任をご承認いただいた場合、
当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約を更新する予定であります。
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第３号議案 監査役１名選任の件
監査役中村雅俊氏は、本総会終結の時をもって辞任いたします。
つきましては、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、野﨑浩之氏は、中村雅俊氏の補欠として選任されることとなりますので、そ
の任期は、当社定款の定めに従い、中村雅俊氏の残任期間となります。
また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 数

新任 社外
の ざき ひろ ゆき

野 﨑 浩 之
(1962年７月11日生)

1989年４月 藤田観光株式会社入社
2011年11月 同社中国営業部上海事務所長
2012年８月 藤田（上海）商務諮詢有限公司董事長総経理
2015年９月 株式会社フェアトン常務取締役兼品質管理部長兼経理

部長
2017年10月 藤田観光株式会社企画グループ経営企画担当責任者
2019年３月 同社執行役員企画グループ管掌兼経営企画担当責任者
2020年１月 同社執行役員企画グループ長兼経営企画担当責任者
2020年３月 同社取締役企画本部管掌
2024年３月 同社執行役員内部監査室長
2026年１月 同社内部監査室長（現在）

０株

注）１ 監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２ 野﨑浩之氏は社外監査役候補者であります。
３ 社外監査役候補者とした理由

上場会社の取締役として培われた専門的な知識、経験等を当社の監査体制にいかしていただくため、
社外監査役として選任をお願いするものであります。
また、同氏が職務を適切に遂行することができるものと判断した理由は、前述の実務経験を有する
ことなどを総合的に勘案したためであります。

４ 役員等賠償責任保険契約の概要
当社は監査役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者がその職務
の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることの
ある損害が補填されます。本議案において野﨑浩之氏の選任をご承認いただいた場合、当該保険契
約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約を更新する予定であります。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選
任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日） 略歴および重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 数

社外
いし かわ に ひ こ

石 川 二比古
(1949年７月30日生)

1973年３月 富士急行株式会社入社
2002年４月 ハイランドリゾート株式会社代表取締役社長
2004年４月 富士急行株式会社人事部長
2004年６月 同社取締役
2005年12月 同社監査室長兼人事部長兼総務部長
2007年６月 株式会社富士急ハイランド代表取締役社長
2009年４月 株式会社エイチ・アール・エヌ代表取締役社長
2012年６月 富士急行株式会社取締役退任
2012年６月 富士急トラベル株式会社代表取締役社長
2016年10月 富士急行株式会社社長室統括（現在）
（重要な兼職の状況）
富士急行株式会社社長室統括

０株

注）１ 補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２ 石川二比古氏は補欠の社外監査役候補者であります。
３ 補欠の社外監査役候補者とした理由

上場会社の人事・総務担当取締役として培われた専門的な知識、経験等を当社の監査体制にいかし
ていただくため、補欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。
また、同氏が職務を適切に遂行することができるものと判断した理由は、前述の実務経験を有する
ことなどを総合的に勘案したためであります。

４ 責任限定契約の概要
本議案において石川二比古氏の選任をご承認いただき、かつ同氏が監査役に就任した場合、当社は
同氏との間で、会社法第423条第１項に定める責任について、会社法第425条第１項に定める最低
責任限度額を限度とする契約を締結する予定であります。

５ 役員等賠償責任保険契約の概要
当社は監査役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である監査
役がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって
生ずることのある損害が補填されます。なお、候補者が補欠監査役に選任され、監査役に就任した
場合は、当該保険契約の被保険者となります。

以 上
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事 業 報 告
（2025年１月１日から2025年12月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益や個人消費の持ち直しが継続し、雇用・所
得環境の改善を背景として景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、米国の政策動
向や中東情勢等の地政学的リスク、原油価格の変動、物価上昇、為替相場の変動など先行き不透
明な要因も多く、依然として注意を要する経営環境が続いております。
当社グループの主たる事業基盤である東京諸島におきましては、観光需要は回復傾向にあるも

のの、都心部と比較すると回復のスピードは緩やかであり、旅客輸送数は依然としてコロナ禍以
前の水準には及ばない状況が続いております。貨物輸送量につきましても、島しょ地域における
人口減少の影響により漸減傾向で推移しており、事業環境は引き続き厳しい状況にあります。
そのような中、主力の伊豆諸島航路においては一昨年に実施した運賃改定の効果が通期で寄与

し、収益の下支えとなりました。また、2025年４月１日付で国土交通省関東運輸局より、船員
法に基づく「是正命令」および海上運送法に基づく「輸送の安全確保に関する命令」を受けたこ
とから、当社は５月１日付で改善報告書を提出するとともに、2025年のスローガン「Ｓａｆｅ
ｔｙ Ｆｉｒｓｔ ２０２５」のもと、法令遵守および安全マネジメント体制の強化に全社を挙
げて取り組んでまいりました。
この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は142億８千８百万円（前期146億

４百万円）、営業利益は５億２千３百万円（前期５億８千２百万円）、経常利益は４億４千５百万
円（前期５億５千３百万円）となりましたが、高速船ジェットフォイルの主機ガスタービン処分
に伴う特別利益として、特別修繕引当金取崩額を計上した結果、親会社株主に帰属する当期純利
益は３億６千８百万円（前期純利益２億９千３百万円）となりました。

当 連 結 会 計 年 度 前 期 比
売 上 高 14,288百万円 △316百万円
営 業 利 益 523百万円 △58百万円
経 常 利 益 445百万円 △107百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 368百万円 74百万円
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セグメント別の業績は、次のとおりです。
セグメント別売上高

当連結会計年度 前 期 比 増 減 率
海 運 関 連 事 業 12,559百万円 △373百万円 △2.9％
商 事 料 飲 事 業 1,307百万円 20百万円 1.6％
ホ テ ル 事 業 345百万円 26百万円 8.2％
旅 客 自 動 車 運 送 事 業 292百万円 10百万円 3.6％
調 整 額 △217百万円 0百万円 △0.1％
合 計 14,288百万円 △316百万円 △2.2％

＜海運関連事業＞
海運関連事業におきましては、安全運航の徹底を最優先課題としつつ、更なる需要の回復に向

けた営業施策を積極的に展開しました。
主力の伊豆諸島航路における旅客部門では、大島最大のイベント「椿まつり」に合わせた個人

向け商品の販売強化に加え、横浜〜東京の夜景クルーズや行先当日告知の「ミステリーきっぷ」
などの企画商品の造成、自然環境型観光をテーマとしたツアーの営業強化を図り、集客の拡大に
努めました。しかしながら、夏季最盛期においてジェット船の減船や船員の労働時間管理の適正
化に伴う減便運航を実施したほか、東京湾納涼船についても停泊営業「さるBEER」形式での実
施となったことから利用者数が減少し、その結果、納涼船乗船客数６万９千人の減少等の影響も
あり、乗船客数は64万６千人（前期74万１千人）と大幅な減少となりました。
貨物部門は、引き続きお客様の利便性と集荷効率の引き上げを図り、集荷に遺漏がないように

取り組み、国等の補助金を得て製作した冷凍・冷蔵コンテナを最大限活用し、貨物輸送の品質向
上に努めました。また、10月に発生した台風により甚大な被害を受けた八丈島、青ヶ島へは災
害発生後、東京都、八丈町、青ヶ島村と連携して速やかに復旧支援物資の輸送に努めました。し
かしながら、生活関連品目はほぼ横ばいで推移したものの、工事関連品目が減少し、貨物取扱量
は全島で28万４千トン（前期28万９千トン）と微減となりました。
費用面では、効率の良い船隊運用や減便により、船舶燃料費、船舶修繕費を中心に費用の改善

が見られました。
この結果、当事業の売上高は125億５千９百万円（前期129億３千３百万円）、営業利益は８

億７千５百万円（前期９億５千２百万円）となりました。
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＜商事料飲事業＞
商事料飲事業におきましては、旅客数・貨物輸送量に左右されにくい安定的な事業構造を構築

し、第三の収益の柱となるべく、新規事業への参入や既存事業の販売価格見直し等に取り組みま
した。商事部門においては、セメント等の取扱いが好調に推移し、また料飲部門では、船内自動
販売機やレストラン収入が底堅く推移したことで、東京湾納涼船の停泊営業への営業形態変更に
伴う減収をカバーしました。
この結果、当事業の売上高は13億７百万円（前期12億８千６百万円）、営業利益は１億１千

６百万円（前期１億１千２百万円）となりました。

＜ホテル事業＞
大島温泉ホテル事業は、三原山や富士山を望む眺望、源泉掛け流し温泉、島の食材を活かした

料理など「島ならではの魅力」を前面に打ち出した営業活動を展開しました。平日の需要取り込
みを目的とした柔軟な料金設定や商品プランの造成、旅客部門との連携による送客強化を進めた
結果、宿泊稼働率および客室単価は改善しました。また、11月に開催されたデフリンピックに
よる貸切営業も売上向上に寄与しました。費用面では、食材費や人件費の適正管理、業務効率化
によるコスト削減に努め、収益性の向上を図りました。
この結果、当事業の売上高は３億４千５百万円（前期３億１千９百万円）、営業利益は１千４

百万円（前期１千万円）となりました。

＜旅客自動車運送事業＞
旅客自動車運送事業の中心となる大島島内におけるバス部門は、お客様に安心してご利用いた

だくため、「安全運行」と「良質のサービスの提供」を基本理念とした安全方針に基づき、全社
一丸となって安全運行に取り組んでおり、貸切バスにおいては、日本バス協会の安全性評価制度
における三ッ星を維持するなど長期優良事業者として認定を受けております。
大島の最大イベント「椿まつり」において、貸切バスの利用が前年をやや下回りましたが、旅

客部門と連携した観光ツアーの造成や団体利用の拡大に取り組むとともに、11月に開催された
デフリンピックにより貸切バスの売上が増加しました。
この結果、当事業の売上高は２億９千２百万円（前期２億８千２百万円）、営業利益は１千９

百万円（前期１千４百万円）となりました。なお、定期路線バスにおいては大島町から継続的な
支援を受けております。
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(2）対処すべき課題
当社グループを取り巻く事業環境は、東京諸島の人口減少や観光需要の回復の遅れに加え、人

件費・燃料費・修繕費等の各種コスト上昇、人材確保の難しさ、気象海象リスクの増大など、依
然として厳しい状況が続いております。このような状況下においても、離島航路という公共的使
命を担う企業として、安全・安心な輸送サービスを安定的に提供し続けることが当社グループの
最重要課題であると認識しております。
2026年のスローガン「Ｂｕｉｌｄｉｎｇ Ｔｒｕｓｔ ２０２６」のもと、安全の徹底と収

益基盤の強化を両立させ、持続可能な経営体制の構築に取り組んでまいります。
海運関連事業におきましては、安全運航体制の一層の強化を最優先に、運航管理体制・教育訓

練の充実により、事故の未然防止と安定運航の確保に努めてまいります。旅客部門では、自然環
境型観光や体験型商品の開発、企画乗船券の拡充等により需要喚起を図るとともに、ダイヤ編成
や船隊再編の最適化により収益力の向上を進めてまいります。貨物部門では、生活関連物資の安
定輸送を基本としつつ、工事関連輸送の積極的な受注、冷凍・冷蔵コンテナの活用や貨物システ
ムの高度化による輸送品質および業務効率の向上に取り組み、安定収益の確保を図ってまいりま
す。
商事料飲事業におきましては、旅客・貨物輸送量に左右されにくい事業構造の確立を目指し、

自動販売機ビジネスの拡大、ＥＣサイト事業の強化、物販事業やコンテナ販売等の新規分野への
展開を推進することで、海運事業に続く「第三の収益の柱」としての成長を図ってまいります。
また、業務委託化や運営効率化により固定費の圧縮を進め、収益体質の強化に努めてまいりま
す。
ホテル事業におきましては、島の自然資源や温泉、食材といった地域の魅力を活かした商品開

発と旅客部門との連携により集客力の向上を図るとともに、労働生産性の向上やコスト管理の徹
底により収益性の改善に取り組んでまいります。あわせて、施設の整備やサービス品質の向上を
通じて顧客満足度のさらなる向上に努めてまいります。
旅客自動車運送事業におきましては、安全運行を基本としたサービスの提供を徹底するととも

に、貸切バス需要の取り込みや観光施策との連携強化により収益拡大を図り、安定的な事業運営
に努めてまいります。また、燃料費や人件費等のコスト上昇に対応し、持続可能な輸送体制を維
持するため、2026年１月に乗合バスの運賃改定を実施し、収益基盤の強化とサービス品質の維
持・向上に取り組んでまいります。
以上のとおり、各部門に亘って業績向上を図るため、一層の努力をいたす所存であります。
株主の皆様におかれましては、今後とも当社の経営に対し、従来と変わらぬご支援、ご鞭撻を

賜りますようお願い申し上げます。
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（3）設備投資の状況および資金調達の状況
当期の設備投資は、貨物運搬用コンテナの作製および貨物システムの代替などで、３億５百万

円実施しました。なお、資金調達に関しては、自己資金および借入金によって充当しておりま
す。

（4）財産および損益の状況
企業集団の営業成績および財産の状況の推移

区 分 2022年度
第198期

2023年度
第199期

2024年度
第200期

2025年度
第201期

（当連結会計年度）
売 上 高 13,929百万円 13,176百万円 14,604百万円 14,288百万円
経常利益又は経常損失（△） 299百万円 △579百万円 553百万円 445百万円
親会社株主に帰属する
当期純利益又は当期純損失（△） 180百万円 △580百万円 293百万円 368百万円

１株当たり当期純利益又は当期純損失（△） 82円36銭 △264円56銭 133円80銭 167円70銭
総 資 産 23,705百万円 22,480百万円 22,506百万円 20,744百万円
純 資 産 6,338百万円 5,876百万円 6,358百万円 6,924百万円

（5）重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主な事業内容

東海マリンサービス株式会社 10百万円 100.0％ 海 運 代 理 店 業

大島マリンサービス株式会社 10百万円 100.0％ 海 運 代 理 店 業

八丈マリンサービス株式会社 10百万円 100.0％ 海 運 代 理 店 業

東海シップサービス株式会社 10百万円 100.0％ 船 内 サ ー ビ ス 業

東 汽 観 光 株 式 会 社 10百万円 100.0％ ホ テ ル 業

大 島 旅 客 自 動 車 株 式 会 社 10百万円 100.0％ 旅 客 自 動 車 運 送 業
小 笠 原 海 運 株 式 会 社 10百万円 51.0％ 旅 客 定 期 航 路 事 業
伊 豆 七 島 海 運 株 式 会 社 38百万円 ※53.9％ 内 航 海 運 業
（注）※印は、間接所有を含む出資比率です。
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（6）主要な事業内容
当社グループは、海運関連事業、商事料飲事業、ホテル事業および旅客自動車運送事業を営ん

でおります。事業の内容は次のとおりであります。
① 海運関連事業…………当社は、東京諸島と本土間を結ぶ旅客・貨物の定期航路事業および東

京湾内周遊の事業を行っております。
小笠原海運㈱は、小笠原諸島と本土間を結ぶ旅客・貨物の定期航路事
業を行っております。
伊豆七島海運㈱は、東京諸島と本土間を結ぶ貨物の運送事業を行って
おります。
東海シップサービス㈱は、船内サービス業を行っております。
東海マリンサービス㈱・大島マリンサービス㈱・八丈マリンサービス
㈱および伊東港運㈱は、海運代理店業を行っております。
東海技術サービス㈱は、ジェットフォイルの船体、機関の整備を中心
とした船舶修理業を営んでおります。

② 商事料飲事業…………当社は、船内および船客待合所内での料飲販売・食堂の経営、東京諸
島での生活必需品・建設資材の供給、島の特産品やオリジナルグッズ
の販売を目的とした商事活動を営んでおります。

③ ホテル事業……………東汽観光㈱は、大島においてホテル業を営んでおります。
④ 旅客自動車運送事業…大島旅客自動車㈱は、大島島内でのバスの運行を行っております。

東海自動車サービス㈱は、大島において自動車整備業を営んでおりま
す。

2026年02月19日 11時53分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



16

（7）主要な事業所
① 当社の主要な事業所

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地
本 社 東京都港区 利 島 営 業 所 東京都利島村
竹 芝 営 業 所 東京都港区 新 島 営 業 所 東京都新島村
芝 浦 営 業 所 東京都港区 式 根 島 営 業 所 東京都新島村
横 浜 営 業 所 神奈川県横浜市 神 津 島 営 業 所 東京都神津島村
熱 海 営 業 所 静岡県熱海市 三 宅 島 営 業 所 東京都三宅村
伊 東 営 業 所 静岡県伊東市 御 蔵 島 営 業 所 東京都御蔵島村
大 島 営 業 所 東京都大島町 八 丈 島 営 業 所 東京都八丈町
② 子会社の主要な事業所

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地
東海マリンサービス㈱ 東京都港区 東 汽 観 光 ㈱ 東京都大島町
大島マリンサービス㈱ 東京都大島町 大 島 旅 客 自 動 車 ㈱ 東京都大島町
八丈マリンサービス㈱ 東京都八丈町 小 笠 原 海 運 ㈱ 東京都港区
東海シップサービス㈱ 東京都港区 伊 豆 七 島 海 運 ㈱ 東京都港区

（8）従業員の状況
当期末従業員数 前 期 末 比 平 均 年 齢 平均勤続年数

377名 12名増 43.9才 14.0年

（9）主要な借入先の状況
借 入 先 期 末 借 入 金 残 高

独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構 7,107百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 800百万円

（10）その他企業集団の現況に関する重要な事項
記載すべき事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 8,800,000株

（2）発行済株式の総数 2,200,000株（自己株式5,382株を含む）

（3）当期末株主数 7,334名

（4）大株主（上位10名）

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 持 株 比 率
藤 田 観 光 株 式 会 社 396千株 18.04％
DOWA ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 150千株 6.83％
東 京 汽 船 株 式 会 社 75千株 3.45％
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 52千株 2.39％
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行

（三井住友信託銀行再信託分・京浜急行電鉄株式会社退職給付信託口） 51千株 2.32％

東 海 汽 船 従 業 員 持 株 会 43千株 1.96％
株 式 会 社 恵 興 36千株 1.64％
み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 35千株 1.59％
内 海 造 船 株 式 会 社 33千株 1.50％
株 式 会 社 ア イ ・ エ ス ・ ビ ー 30千株 1.36％
（注）1. 大株主は、2025年12月31日現在の株主名簿によるものであります。

2. 持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
3. 持株比率は、自己株式（5,382株）を控除して計算しております。

2026年02月19日 11時53分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



18

３．会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の状況（2025年12月31日現在）

氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況

山 﨑 潤 一 代表取締役社長
（営 業 本 部 長） 東京汽船株式会社社外取締役

倉 﨑 嘉 典 常務取締役執行役員
（管 理 本 部 長）

竹 崎 啓 介 取締役執行役員
（企 画 本 部 長）

若 林 英 一 取 締 役
ＤＯＷＡホールディングス株式会社執行役員 総務・法務部長
兼 秘書室長
ＤＯＷＡマネジメントサービス株式会社代表取締役社長
神島化学工業株式会社社外監査役

櫻 井 和 秀 取 締 役 京浜急行電鉄株式会社取締役常務執行役員生活事業創造本部
長

藤 間 修 常 勤 監 査 役
宇田川 秀 人 監 査 役
中 村 雅 俊 監 査 役 藤田観光株式会社特別顧問

（注）1. 取締役若林英一氏および櫻井和秀氏は、社外取締役であります。
2. 監査役宇田川秀人氏および中村雅俊氏は、社外監査役であります。
3. 取締役櫻井和秀氏および監査役宇田川秀人氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益

相反が生じるおそれのない独立役員であります。
4. 当事業年度中の取締役および監査役の異動は次のとおりであります。

2025年３月25日開催の第200回定時株主総会終結の時をもって、櫻井薫氏および齊藤宏之氏は取締
役を退任いたしました。
2025年３月25日開催の第200回定時株主総会終結の時をもって、竹崎啓介氏は監査役を辞任し、同
日付で取締役に就任いたしました。
2025年３月25日開催の第200回定時株主総会において、中村雅俊氏が新たに監査役に選任され、就
任いたしました。
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（2）取締役および監査役の報酬等の額
① 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 額
取 締 役 ７名 89百万円
監 査 役 ４名 14百万円

（注）1. 社外役員６名の報酬等の総額は、11百万円であります。
2. 上記のほかに、社外役員が当社の子会社から受けた役員としての報酬額は１百万円であります。

② 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
ア 当該方針の決定の方法

当社は、2021年２月15日開催の取締役会において、次項イに記載のとおり取締役の
個人別の報酬の内容に係る決定方針を定めております。

イ 当該方針の概要
・ 各役員の役割や責任に応じた報酬体系とし、透明性と公平性を確保する。
・ 金銭のみの固定報酬とする。
・ 競争力のある優秀な人材を確保・維持できる報酬水準とする。
・ 離島航路の維持に努める公共的立場や、その業績は自然災害や燃料油価格等、不確定

要素に左右され、役員の貢献度が必ずしも企業業績に反映するとは限らないため、数
値指標と報酬のリンクは必ずしも適切な動機付けにはならないと判断し、直接的業績
連動または非金銭等による取締役報酬の付与は行わない。

・ 取締役の報酬は、会社の財務的な制約の範囲で、取締役の役位、常勤・非常勤の別等
を個別に勘案し、従業員給与とのバランスおよび一般水準に応じ決定する。

ウ 当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取
締役会が判断した理由

取締役の個人別の報酬等については、株主総会で承認された限度額の範囲内で経営会
議において決定しております。経営会議には業務執行取締役に加えて常勤監査役も参
加し、取締役会で定めた決定方針との整合性も含めた多角的な検討を行っており、取
締役会はその内容が当該方針に沿うものであると判断しております。

③ 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
2013年３月26日開催の第188回定時株主総会において、取締役の報酬限度額を月額15
百万円以内（員数８名 使用人兼務取締役の使用人分給与を除く。）、2018年３月27日開
催の第193回定時株主総会において、監査役の報酬限度額を月額３百万円以内（員数４
名）と決議しております。
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④ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
取締役の個人別報酬額決定については、代表取締役社長営業本部長山﨑潤一、常務取締役
執行役員管理本部長倉﨑嘉典、取締役執行役員企画本部長竹崎啓介、常勤監査役藤間修を
構成員とする経営会議において、会社の財務的な制約の範囲で、取締役の役位、常勤・非
常勤の別等を個別に勘案し決定しております。これらの権限を委任した理由は、会社の事
業運営全体を統括する業務執行取締役が報酬案を作成し、常勤監査役の監督の下で多角的
な検討を行ったうえで決定することが最も相応しいと判断しているためであります。

（3）社外役員に関する事項
〈取締役 若林 英一〉
① 他の法人等の業務執行者の兼職状況

同氏は、ＤＯＷＡホールディングス株式会社の執行役員、総務・法務部長、秘書室長、同
社の子会社であるＤＯＷＡマネジメントサービス株式会社の代表取締役社長を兼務してお
り、ＤＯＷＡホールディングス株式会社は当社の発行済株式（除、自己株式）の6.83％
を保有する大株主であります。

② 他の法人等の社外役員の兼職状況
同氏は、神島化学工業株式会社の社外監査役を兼務しております。同社と当社の間に特別
な関係はありません。

③ 主な活動状況
当事業年度開催の取締役会５回全てに出席し、主に企業経営に関する豊富な経験と幅広い
見識に基づき、適宜必要な発言を行いました。

〈取締役 櫻井 和秀〉
① 他の法人等の業務執行者の兼職状況

同氏は、京浜急行電鉄株式会社の取締役、常務執行役員、生活事業創造本部長を兼務して
おり、京浜急行電鉄株式会社は当社の発行済株式（除、自己株式）の2.32％を保有する
大株主であります。

② 他の法人等の社外役員の兼職状況
該当ありません。

③ 主な活動状況
当事業年度開催の取締役会５回全てに出席し、主に企業経営に関する豊富な経験と幅広い
見識に基づき、適宜必要な発言を行いました。
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〈監査役 宇田川 秀人〉
① 他の法人等の業務執行者の兼職状況

該当ありません。
② 他の法人等の社外役員の兼職状況

該当ありません。
③ 主な活動状況

当事業年度開催の取締役会５回全てに、監査役会は６回全てにそれぞれ出席し、上場会社
の取締役として培われた専門的な知識、経験に基づき、適宜必要な発言を行いました。

〈監査役 中村 雅俊〉
① 他の法人等の業務執行者の兼職状況

同氏は、藤田観光株式会社の特別顧問を兼務しており、藤田観光株式会社は当社の発行済
株式（除、自己株式）の18.04％を保有する大株主であります。

② 他の法人等の社外役員の兼職状況
該当ありません。

③ 主な活動状況
社外監査役就任後に開催された取締役会４回全てに、監査役会は４回中３回にそれぞれ出
席し、上場会社の取締役として培われた専門的な知識、経験に基づき、適宜必要な発言を
行いました。
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（4）社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
若林英一氏は非鉄金属業界における長年の経験と、総務・法務部門の責任者としての豊富な知

見を、当社取締役会の監督機能強化に役立てていただくことを期待しており、当社取締役会にお
いて、その経験・知見に基づいた、様々な分野に関する積極的な発言をいただくなど、当社社外
取締役として業務執行に対する監督、助言等適切な役割を果たしていただいております。
櫻井和秀氏は陸運業界における長年の経験と、経営者としての豊富な知見を、当社取締役会の

監督機能強化に役立てていただくことを期待しており、当社取締役会において、その経験・知見
に基づいた、様々な分野に関する積極的な発言をいただくなど、当社社外取締役として業務執行
に対する監督、助言等適切な役割を果たしていただいております。

（5）責任限定契約の内容の概要
当社は各社外取締役および各社外監査役（常勤監査役を除く）との間で、その職務を行うにつ

き善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第423条第１項に定める損害賠償責任について、
会社法第425条第１項に定める額を限度とする旨の責任限定契約を締結しております。

（6）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結

し、株主や第三者等から損害賠償請求を請求された場合において、被保険者が負担することにな
る損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約により填補することとしております。ただし被
保険者が法令に違反することを認識して行った行為に起因して生じた損害は補填されないなど、
一定の免責事由があります。
当該保険契約の被保険者の範囲は、当社および当社子会社の取締役・監査役、執行役員、管理

職従業員であり、保険料は全額当社が負担しております。
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４．会計監査人に関する事項
（1）名称

東陽監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人に支払うべき報酬等の額
合 計

公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 26百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 26百万円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額は合計額で記載してお
ります。

2. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度
の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂
行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等に
ついて会社法第399条第１項の同意を行っております。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則として、会計

監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会の決議により、会計
監査人の解任または不再任に関する議題を株主総会に提案します。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 6,960,547 流 動 負 債 5,124,330
現 金 及 び 預 金 3,882,327 営 業 未 払 金 886,686
受取手形、営業未収金及び契約資産 1,797,179 短 期 借 入 金 3,528,535
商 品 及 び 製 品 74,997 未 払 法 人 税 等 27,150
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 949,777 賞 与 引 当 金 42,362
そ の 他 256,373 そ の 他 639,595
貸 倒 引 当 金 △107

固 定 負 債 8,695,404
固 定 資 産 13,783,815 長 期 借 入 金 6,737,029
有 形 固 定 資 産 12,270,042 退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,558,374
船 舶 10,213,242 特 別 修 繕 引 当 金 328,792
建 物 及 び 構 築 物 1,458,684 そ の 他 71,207
土 地 296,272 負 債 合 計 13,819,735
建 設 仮 勘 定 7,721 （純 資 産 の 部）
そ の 他 294,120 株 主 資 本 4,879,533

資 本 金 1,100,000
無 形 固 定 資 産 88,425 資 本 剰 余 金 697,733

利 益 剰 余 金 3,092,482
投資その他の資産 1,425,347 自 己 株 式 △10,681
投 資 有 価 証 券 770,771 その他の包括利益累計額 396,716
繰 延 税 金 資 産 507,824 そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 396,716
そ の 他 146,751 非 支 配 株 主 持 分 1,648,377

純 資 産 合 計 6,924,627
資 産 合 計 20,744,362 負 債 純 資 産 合 計 20,744,362

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（2025年１月１日から2025年12月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高
海 運 業 収 益 12,482,000
そ の 他 事 業 収 益 1,806,469 14,288,469

売 上 原 価
海 運 業 費 用 10,586,076
そ の 他 事 業 費 用 1,698,982 12,285,058

売 上 総 利 益 2,003,410
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,479,759

営 業 利 益 523,651
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 23,282
受 取 手 数 料 15,151
賃 貸 料 14,055
そ の 他 15,600 68,089

営 業 外 費 用
支 払 利 息 138,149
そ の 他 8,147 146,297

経 常 利 益 445,443
特 別 利 益

国 庫 補 助 金 116,095
特 別 修 繕 引 当 金 取 崩 額 210,620
そ の 他 12,000 338,715

特 別 損 失
固 定 資 産 圧 縮 損 115,781
固 定 資 産 除 却 損 66,994 182,776

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 601,383
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 63,705
法 人 税 等 調 整 額 108,391 172,097

当 期 純 利 益 429,285
非支配株主に帰属する当期純利益 61,235

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 368,050
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2025年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 4,231,426 流 動 負 債 4,474,833

現 金 及 び 預 金 1,434,592 海 運 業 未 払 金 607,487
海運業未収金及び契約資産 1,450,797 そ の 他 事 業 未 払 金 261,136
そ の 他 事 業 未 収 金 203,881 短 期 借 入 金 3,164,023
商 品 及 び 製 品 41,191 未 払 金 8,987
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 877,736 未 払 費 用 170,900
前 払 費 用 48,250 未 払 法 人 税 等 21,949
そ の 他 185,977 未 払 消 費 税 等 76,174
貸 倒 引 当 金 △11,000 前 受 金 56,012

預 り 金 83,468
固 定 資 産 11,407,040 賞 与 引 当 金 21,881
有 形 固 定 資 産 9,943,053 そ の 他 2,811
船 舶 8,223,373 固 定 負 債 7,721,989
建 物 1,198,775 長 期 借 入 金 6,129,307
構 築 物 144,994 退 職 給 付 引 当 金 1,241,531
機 械 及 び 装 置 2,640 特 別 修 繕 引 当 金 280,610
車 両 運 搬 具 11,065 関係会社事業損失引当金 30,000
器 具 及 び 備 品 130,465 そ の 他 40,540
土 地 220,810 負 債 合 計 12,196,822
建 設 仮 勘 定 7,092 （純 資 産 の 部）
そ の 他 3,834 株 主 資 本 3,107,311

無 形 固 定 資 産 86,228 資 本 金 1,100,000
ソ フ ト ウ ェ ア 84,157 資 本 剰 余 金 693,565
そ の 他 2,071 資 本 準 備 金 89,300

投資その他の資産 1,377,758 そ の 他 資 本 剰 余 金 604,265
投 資 有 価 証 券 688,429 利 益 剰 余 金 1,324,427
関 係 会 社 株 式 68,889 利 益 準 備 金 185,700
長 期 貸 付 金 849,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,138,727
破 産 更 生 債 権 等 17,000 別 途 積 立 金 200,000
長 期 前 払 費 用 4,280 繰 越 利 益 剰 余 金 938,727
繰 延 税 金 資 産 392,457 自 己 株 式 △10,681
そ の 他 104,701 評 価 ・ 換 算 差 額 等 334,332
貸 倒 引 当 金 △747,000 そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 334,332
純 資 産 合 計 3,441,643

資 産 合 計 15,638,466 負 債 純 資 産 合 計 15,638,466
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（2025年１月１日から2025年12月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高
海 運 業 収 益 9,009,846
そ の 他 事 業 収 益 1,307,829 10,317,676

売 上 原 価
海 運 業 費 用 7,765,580
そ の 他 事 業 費 用 1,190,871 8,956,451

売 上 総 利 益 1,361,224
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,077,078

営 業 利 益 284,146
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 54,792
賃 貸 料 50,111
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 33,000
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 戻 入 額 24,000
そ の 他 21,090 182,994

営 業 外 費 用
支 払 利 息 115,049
減 価 償 却 費 44,647
そ の 他 3,419 163,116

経 常 利 益 304,024
特 別 利 益

国 庫 補 助 金 116,095
特 別 修 繕 引 当 金 取 崩 額 210,620
そ の 他 12,000 338,715

特 別 損 失
固 定 資 産 圧 縮 損 115,781
固 定 資 産 除 却 損 66,994 182,776

税 引 前 当 期 純 利 益 459,964
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 16,211
法 人 税 等 調 整 額 95,899 112,110

当 期 純 利 益 347,853
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年２月９日
東 海 汽 船 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

東 陽 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 大 島 充 史

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 立 澤 隆 尚

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東海汽船株式会社の2025年１月１

日から2025年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、東海汽船株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執

行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
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・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人
は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独
で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施

過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す

る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年２月９日
東 海 汽 船 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

東 陽 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 大 島 充 史
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 立 澤 隆 尚

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東海汽船株式会社の2025年

１月１日から2025年12月31日までの第201期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執

行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施

過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す

る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年１月１日から2025年12月31日までの第201期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
（１）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果

について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部統制部門
その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社およ
び主要な事業所において業務および財産の状況を調査いたしました。また、子会社につ
いては、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確
保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役および使用人等からその構築および運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならび
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注
記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。
なお、事業報告に記載のとおり、昨年 船員法是正・輸送安全確保について、関東運輸
局より行政処分を受け改善報告を提出しております。監査役会は、法令遵守・安全管理
の取組状況について引続き監視・検証してまいります。

（２）計算書類およびその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

2026年２月10日

東海汽船株式会社 監査役会
常勤監査役 藤 間 修 ㊞
監 査 役 宇田川 秀 人 ㊞
監 査 役 中 村 雅 俊 ㊞

(注) 監査役 宇田川秀人、中村雅俊の２名は、会社法第２条第16号および第335条第３項に定
める社外監査役であります。

以 上
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■ 会場
東京都文京区関口二丁目10番８号 電話（03）3943－1111（代表）

ホテル椿山荘東京 バンケット棟１階「胡蝶」

■ 交通のご案内
JR山手線「目白駅」より
JR目白駅改札出口正面、「目白駅前」から、都バス新宿駅西口行にて「ホテル椿山荘東京前」下車

東京メトロ有楽町線「江戸川橋駅」より
東京メトロ有楽町線江戸川橋駅「１a」出口より徒歩10分

会場ご案内図
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電子提供措置の開始日2026年３月２日

第 201回定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
連結株主資本等変動計算書

連結注記表
株主資本等変動計算書

個別注記表

（2025年１月１日から2025年12月31日まで）

東海汽船株式会社
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
（業務の適正を確保するための体制）

当社は、2015年５月12日開催の取締役会において、グループ内部統制システムに関する事項
ならびに監査役の監査を支える体制の整備に関する事項の追加等の改正を決議しました。改正後
の同方針は以下のとおりであります。

（1）当社および子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制

当社は、業務監査委員会を設置し、当社およびグループ会社における法令および定款の遵守に
努めます。業務監査委員会は社長直轄とし、委員長は管理本部長、委員は総務部門・船舶部門の
スタッフにより構成します。当社およびグループ会社の社員が業務監査委員会にコンプライアン
スに関する通報等をした場合において、当該社員に不利益な取扱いはしないこととします。
また、当社およびグループ会社の事業における重要な意思決定を行う事項については、必要に

応じて外部の専門家を起用し、事前にその法令および定款に適合しているかを検証します。

（2）当会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
グループ会社における業務の適正を確保するために、取締役、監査役および各事業部門の責任

者で構成するグループ経営会議を定期的に実施します。
グループ経営会議では、経営上発生する重要事項またはグループ会社全般にわたる事項につい

て充分に協議を行います。

（3）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制および子会社の取締役、使用
人の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する事項

取締役の職務の執行に係る以下の文書その他重要な情報は、総務部門が管理を担当し、適切に
保存します。また、グループ会社の取締役および使用人はグループ会社における以下の文書その
他重要な情報の写しを当社に提出するとともに、必要に応じてグループ経営会議等にて当社へ報
告するものとします。
・株主総会議事録と関連書類
・取締役会議事録と関連書類
・取締役が主催するその他重要な会議の議事録と関連書類
・取締役を決定者とする決定書類（稟議書）
以上の文書は、少なくとも10年間本社に備え置くものとし、当社の取締役・監査役は必要に

応じて閲覧することができるものとします。

2026年02月19日 11時53分 $FOLDER; 39ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



39

（4）当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社およびグループ会社の事業に重大な影響を与えると考えられるリスクとして、地震・噴

火・火災等の大規模災害、船舶の運航上の事故、食品衛生に関する事故、予約システム機能に関
する事故があり、この対応についての体制を整備します。
不測の事態が発生した場合は、当社の代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、必要

に応じ顧問弁護士等を含む外部の専門家と相談し、迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれ
を最小限に止める体制を整えることとします。

（5）当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制として、取締役会を定期的

に開催し、経営に関する重要事項については、事前に取締役および指名された者による経営会議
において審議を行い、取締役会の決議を経て執行します。
取締役会の意思決定の正当性を高めるために、取締役のうち複数名は社外取締役とします。
グループ会社についても取締役会を定期的に開催し、重要事項および個別案件の決議を行うも

のとします。
また、グループ経営会議において、グループ全体の基本戦略やグループ各社の経営計画を策定

し、進捗状況を定期的に確認、検証することとします。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項および当該使用人の取締役から
の独立性に関する事項

監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合は、必要に応じて配置
し、その職務にあたっては監査役の指示にのみ従うこととします。
なお、当該使用人の人事異動、評価、懲戒は監査役会の事前の同意を得るものとし、当該使用

人の取締役からの独立性を確保するものとします。

（7）当社および子会社の取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への
報告に関する体制およびその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 当社およびグループ会社の取締役および使用人は、当社の業務または業績に影響を与える
重要な事項、法令違反、定款違反その他不正な行為の事実があった場合は、当社の監査役
に報告するものとします。
また、前記にかかわらず、当社の監査役は必要に応じて、当社およびグループ会社の取締
役および使用人に対して、報告を求めることができるものとします。
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② 当社の監査役は、当社およびグループ会社の取締役会その他重要な会議に出席し、必要に
応じて説明ならびに書類の提示等を求めることができることとします。さらに、当社の監
査役は会計監査人、グループ会社の監査役と意見および情報の交換に努め、連携して当社
およびグループ会社の監査の実効性を確保します。
また、代表取締役は、監査役と定期的な意見交換会を開催し、意思の疎通を図ることとし
ます。

③ 監査役に報告した者に対して当該報告をしたことを理由として、いかなる不利益な取扱い
も受けないものとします。

④ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求があった場合には、
所定の手続きに従い、当該請求に係る費用が監査役の職務の執行に必要でないと明らかに
認められる場合を除き、これに応じるものとします。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）
（1）監査役の職務の執行について

監査役は、取締役会へ出席し、代表取締役および経営幹部と意見交換を行いました。常勤監
査役は、経営会議等の重要な会議に出席、並びに稟議書の閲覧により、業務執行について監
査の強化を図りました。また会計監査人や内部統制部門による子会社への監査にも同行し、
グループ全体としての業務執行の状況、法令の遵守状況を確認しました。

（2）財務報告に係る信頼性の確保に対する取り組み
内部統制部門は、各部門やグループ各社の内部統制および業務プロセスの整備・評価を通
じ、業務の有効性の確保、資産の保全、事業活動に関わる法令等の遵守、並びに財務報告の
信頼性の確保を図りました。

（3）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書の他、重要な職務執行に係る情報が記載され
た文書およびデータについては、文書管理規程、個人情報保護規程、機密情報管理規程等の
社内規程に則り適切に保存しており、取締役および監査役が常時閲覧可能な状態にしており
ます。
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連結株主資本等変動計算書
（2025年１月１日から2025年12月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 1,100,000 697,733 2,746,378 △10,532 4,533,579
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 − − △21,946 − △21,946
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 − − 368,050 − 368,050

自 己 株 式 の 取 得 − − − △149 △149
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） − − − − −

当 期 変 動 額 合 計 − − 346,103 △149 345,954
当 期 末 残 高 1,100,000 697,733 3,092,482 △10,681 4,879,533

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 238,331 238,331 1,586,950 6,358,860
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 − − − △21,946
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 − − − 368,050

自 己 株 式 の 取 得 − − − △149
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 158,384 158,384 61,427 219,812

当 期 変 動 額 合 計 158,384 158,384 61,427 565,766
当 期 末 残 高 396,716 396,716 1,648,377 6,924,627
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
＜連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 11社

東汽観光㈱、東海技術サービス㈱、東海マリンサービス㈱、東海自動車サービス㈱、大島旅客自動車
㈱、大島マリンサービス㈱、八丈マリンサービス㈱、伊東港運㈱、東海シップサービス㈱、伊豆七島海
運㈱および小笠原海運㈱であります。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社

該当事項はありません。
（2）持分法を適用した関連会社

該当事項はありません。
（3）持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の名称

伊豆諸島開発㈱であります。
持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、当期純損益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重
要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準および評価方法

① 有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② 棚卸資産
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
ただし、船舶および1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）、並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、船舶８〜35年、建物及び構築物３〜50年であります。
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② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 特別修繕引当金
船舶の定期検査費用に備えるため、修繕見積額に基づき計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
退職金規程に基づく退職一時金制度を採用し、退職一時金の一部を中小企業退職金共済制度から支給す
る制度であります。当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算の際に、退
職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法を適用しております。

（5）重要な収益及び費用の計上方法
① 海運関連事業

海運関連事業においては、主に旅客及び貨物の輸送サービスの提供を行っており、航海期間にわたり
履行義務が充足されることから、その進捗に応じて収益を認識しております。進捗度の見積りは、航
海の経過日数に基づいております。
なお、サービスの提供のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、
他の当事者が提供するサービスと交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を
収益として認識しております。
また、取引の対価は、原則、履行義務の充足前に受領することになっており、履行義務の充足後に受
領する場合においても、通常、短期のうちに支払期限が到来するため、契約に重要な金融要素は含ま
れておりません。

② 商事料飲事業
商事料飲事業においては、主に島しょ向けセメント、建築資材、船舶燃料等の販売のほか、海運関連
事業の旅客の輸送サービスに付帯する料飲販売や飲食サービスを提供しており、顧客へ商品を引き渡
した時点及びサービスを提供した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識して
おります。
なお、商品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、他の
当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益とし
て認識しております。
また、取引の対価は、履行義務の充足後、短期のうちに支払期限が到来するため、契約に重要な金融
要素は含まれておりません。
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③ ホテル事業
ホテル事業においては、主に客室、レストラン、宴会及びそれらに付帯するサービスの提供を行って
おり、顧客へサービスを提供した時点及び商品を引き渡した時点で履行義務が充足されることから、
当該時点で収益を認識しております。
なお、サービスの提供のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、
他の当事者が提供するサービスと交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を
収益として認識しております。
また、取引の対価は、履行義務の充足後、短期のうちに支払期限が到来するため、契約に重要な金融
要素は含まれておりません。

④ 旅客自動車運送事業
旅客自動車運送事業においては、主にバスによる旅客輸送サービスの提供及び自動車の整備役務の提
供を行っており、旅客の輸送が完了した時点及び整備完了後に顧客へ車両を引き渡した時点で履行義
務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。
なお、取引の対価は、履行義務の充足後、短期のうちに支払期限が到来するため、契約に重要な金融
要素は含まれておりません。

（6）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
船舶建造借入金の支払利息の計上方法
船舶建造借入金の建造期間にかかる支払利息については、取得価額に算入しております。

＜収益認識に関する注記＞
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
海運関連事業 商事料飲事業 ホテル事業 旅客自動車

運送事業 計

売上高
顧客との契約から生
じる収益 11,493,238 1,182,507 345,215 207,908 13,228,870

その他の収益（注） 988,761 − − 70,837 1,059,598

外部顧客への売上高 12,482,000 1,182,507 345,215 278,745 14,288,469
（注）その他の収益は、事業活動の維持に必要な補助金収入等であり、「収益認識会計基準」で定める顧客との

契約から生じる収益の額に含まれない収益であります。
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

＜連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞４．会計方針に関する事項「(5)重要
な収益及び費用の計上方法」に記載のとおりであります。
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３．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 981,493

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 956,217

契約資産（期首残高） 4,818

契約資産（期末残高） 4,103

契約負債（期首残高） 93,924

契約負債（期末残高） 118,623
契約資産は、期末日時点で航海日数が経過しているものの未請求の契約に係る対価に対する当社及び連
結子会社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社の権利が無条
件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。
連結貸借対照表上、契約負債は流動負債の「その他」に計上しております。契約負債は、主として旅客
輸送サービスの提供前に顧客から受け取った対価に対する前受金に関するものであります。契約負債
は、収益の認識に伴い取り崩されます。なお、過去の期間に充足した履行義務から当連結会計年度に認
識した収益の額に重要性はありません。

（2）残高履行義務に配分した取引価格
当社グループでは残高履行義務に配分した総額及び収益の認識が見込まれる取引については、当初に予
想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しており
ます。

＜会計方針の変更に関する注記＞
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022
年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定
める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありませ
ん。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書
類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から
適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結計
算書類となっております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度における連結計算書類への影響
はありません。
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＜表示方法の変更に関する注記＞
（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において独立掲記しておりました「営業外収益」の「補助金収入」(当連結会計年度3,795千
円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。こ
の表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結損益計算書の組替えを行っております。

＜会計上の見積りに関する注記＞
１．繰延税金資産の回収可能性
（1）連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 507,824千円
なお、上記繰延税金資産は繰延税金負債と相殺後の金額を表示しております。

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
繰延税金資産の認識は事業計画を基礎とした将来の課税所得の発生時期および金額の見積りに基づき行
っております。当該見積りの基礎となる事業計画における主要な仮定は、乗船客数、貨物量に関する将
来の見通しです。この仮定に関する将来の見通しが悪化した場合には、翌連結会計年度の連結計算書類
において、重要な影響を与える可能性があります。

＜連結貸借対照表に関する注記＞
１．担保に供している資産

現金及び預金（定期預金） 291,602千円
船舶 96,018千円
計 387,621千円

担保に係る債務
短期借入金 889,816千円
長期借入金 26,900千円
（内、一年内返済予定の長期借入金） （19,400千円）
計 916,716千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 13,404,380千円
上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

３．圧縮記帳
国庫補助金の受領により固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額
船舶 4,097,721千円
建物及び構築物 275,447千円
その他（器具及び備品） 166,995千円
無形固定資産（ソフトウェア） 107,424千円
計 4,647,588千円
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＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式 2,200,000株
２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の
種類 配当金の総額 １株当たり

配当額 基準日 効力発生日
2025年３月25日
定時株主総会 普通株式 21,946千円 10円00銭 2024年12月31日 2025年３月26日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2026年３月24日開催の第201回定時株主総会において、次の議案を付議する予定であります。
株式の種類 普通株式
配当金の総額 21,946千円
１株当たり配当額 10円00銭
基準日 2025年12月31日
効力発生日 2026年３月25日
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＜金融商品に関する注記＞
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、金融機関等からの借入により資金を調達
しております。
受取手形、営業未収金及び契約資産に係る顧客の信用リスクは、与信管理を行いリスク低減を図っており
ます。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については定期的に時価の把握を行っており
ます。
営業未払金は、１年以内の支払期日であり、特段リスクは把握しておりません。
短期借入金及び長期借入金は営業取引や設備投資を目的とした資金調達であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2025年12月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）受取手形、営業未収金及び契約資産 1,797,179 1,797,179 −
（2）投資有価証券

その他有価証券 726,884 726,884 −
資産計 2,524,064 2,524,064 −

（3）営業未払金 886,686 886,686 −
（4）短期借入金 3,528,535 3,522,120 △6,415
（5）長期借入金 6,737,029 6,406,393 △330,636

負債計 11,152,252 10,815,200 △337,051
（※１）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金が短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

近似するものであることから、記載を省略しております。
（※２）（4）短期借入金には一年以内返済予定の長期借入金が含まれております。
（注）市場価格のない非上場株式（連結貸借対照表計上額43,887千円）は、「（2）投資有価証券 その他有価

証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価額により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2025年12月31日）

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株 式 726,884 − − 726,884
資産計 726,884 − − 726,884

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2025年12月31日）

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形、営業未
収金及び契約資産 − 1,797,179 − 1,797,179

資産計 − 1,797,179 − 1,797,179
営業未払金 − 886,686 − 886,686
短期借入金 − 3,522,120 − 3,522,120
長期借入金 − 6,406,393 − 6,406,393

負債計 − 10,815,200 − 10,815,200
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を
レベル１の時価に分類しております。

受取手形、営業未収金及び契約資産、営業未払金、短期借入金
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられ、レベル２の時価に分類して
おります。なお、短期借入金に計上されている一年内返済予定の長期借入金については、下記「長期借入
金」と同様の方法により時価を分類しております。

長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似
していると考えられ、レベル２の時価に分類しております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様
の新規借入を行った場合に想定される利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に
分類しております。

＜１株当たり情報に関する注記＞
１．１株当たり純資産額 2,404円18銭
２．１株当たり当期純利益 167円70銭
（注）各注記の記載金額は全て千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（2025年１月１日から2025年12月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金 利益準備金 その他利益剰余金

別途積立金
当 期 首 残 高 1,100,000 89,300 604,265 185,700 200,000
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 − − − − −
当 期 純 利 益 − − − − −
自 己 株 式 の 取 得 − − − − −
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − − − − −

当 期 変 動 額 合 計 − − − − −
当 期 末 残 高 1,100,000 89,300 604,265 185,700 200,000

株 主 資 本 評価･換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

その他利益剰余金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 612,820 △10,532 2,781,553 205,665 2,987,219
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △21,946 − △21,946 − △21,946
当 期 純 利 益 347,853 − 347,853 − 347,853
自 己 株 式 の 取 得 − △149 △149 − △149
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − − − 128,667 128,667

当 期 変 動 額 合 計 325,906 △149 325,757 128,667 454,424
当 期 末 残 高 938,727 △10,681 3,107,311 334,332 3,441,643
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
＜重要な会計方針に係る事項に関する注記等＞
１．資産の評価基準および評価方法
① 有価証券

子会社株式および関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② 棚卸資産
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
ただし、船舶および1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）、並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備および構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は船舶８〜35年、建物３〜50年、構築物５〜50年、機械及び装置15年、車両運
搬具２〜５年、器具及び備品３〜20年であります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

３．引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 退職給付引当金
退職金規程に基づく退職一時金制度を採用し、退職一時金の一部を中小企業退職金共済制度から支給す
る制度であります。退職給付債務の算定については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便
法によっております。

④ 特別修繕引当金
船舶の定期検査費用に備えるため、修繕見積額に基づき計上しております。

⑤ 関係会社事業損失引当金
関係会社の事業の損失に備えるため、当該会社に対する債権金額を超えて当社が負担することとなる損
失見込額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準
① 海運関連事業

海運関連事業においては、主に旅客及び貨物の輸送サービスの提供を行っており、航海期間にわたり履
行義務が充足されることから、その進捗に応じて収益を認識しております。進捗度の見積りは、航海の
経過日数に基づいております。
なお、サービスの提供のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供
するサービスと交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識して
おります。
また、取引の対価は、原則、履行義務の充足前に受領することになっており、履行義務の充足後に受領
する場合においても、通常、短期のうちに支払期限が到来するため、契約に重要な金融要素は含まれて
おりません。

② 商事料飲事業
商事料飲事業においては、主に島しょ向けセメント、建築資材、船舶燃料等の販売のほか、海運関連事
業の旅客の輸送サービスに付帯する料飲販売や飲食サービスを提供しており、顧客へ商品を引き渡した
時点及びサービスを提供した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しておりま
す。
なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する
商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しておりま
す。また、取引の対価は、履行義務の充足後、短期のうちに支払期限が到来するため、契約に重要な金
融要素は含まれておりません。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
船舶建造借入金の支払利息の計上方法

船舶建造借入金の建造期間にかかる支払利息については、取得価額に算入しております。

＜会計方針の変更に関する注記＞
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な
取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。
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＜表示方法の変更に関する注記＞
（損益計算書関係）

前事業年度において独立掲記しておりました「営業外収益」の「補助金収入」(当事業年度3,191千円）は、
金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の
変更を反映させるため、前事業年度の損益計算書の組替えを行っております。

＜会計上の見積りに関する注記＞
１．繰延税金資産の回収可能性
（1）計算書類に計上した金額

繰延税金資産 392,457千円
なお、上記繰延税金資産は繰延税金負債と相殺後の金額を表示しております。

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
繰延税金資産の認識は事業計画を基礎とした将来の課税所得の発生時期および金額の見積りに基づき行
っております。当該見積りの基礎となる事業計画における主要な仮定は、乗船客数、貨物量に関する将
来の見通しです。この仮定に関する将来の見通しが悪化した場合には、翌事業年度の計算書類におい
て、重要な影響を与える可能性があります。

２．関係会社投融資の評価
（1）計算書類に計上した金額

関係会社株式 68,889千円
関係会社長期貸付金 849,000千円
破産更生債権等 17,000千円
上記に係る貸倒引当金 △747,000千円
関係会社事業損失引当金 30,000千円

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
関係会社株式については、その実質価額が帳簿価額を著しく下回った場合、回収可能性が十分な証拠に
よって裏付けられる場合を除き、減損処理を実施しております。なお、実質価額が帳簿価額を下回った
にも関わらず、減損処理していない関係会社株式はありません。
また、関係会社貸付金については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額について貸倒引当金を
計上しております。
今後、業績が各関係会社の経営者による見積りより悪化した場合は、翌事業年度の財政状態及び経営成
績に影響を及ぼす可能性があります。
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＜貸借対照表に関する注記＞
１．関係会社に対する短期金銭債権 242,736千円

関係会社に対する短期金銭債務 214,397千円
関係会社に対する長期金銭債権 866,000千円
関係会社に対する長期金銭債務 800,000千円

２．担保に供している資産
現金及び預金（定期預金） 224,400千円
計 224,400千円
担保に係る債務
短期借入金 800,000千円
計 800,000千円

３．保証債務
次の関係会社について、リース会社からのリース債務残高に対して債務保証を行っております。
大島旅客自動車㈱ 20,624千円

４．有形固定資産の減価償却累計額 9,249,526千円
上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

５．圧縮記帳
国庫補助金の受領により固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額
船舶 4,097,721千円
建物 266,906千円
器具及び備品 164,096千円
ソフトウェア 107,309千円
計 4,636,033千円

＜損益計算書に関する注記＞
１．関係会社との取引高

売 上 高 445,944千円
仕 入 高 1,820,418千円
営業取引以外の取引高 80,495千円

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞
当事業年度の末日における自己株式の数 普通株式 5,382株
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＜税効果会計に関する注記＞
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金 390,804千円
特別修繕引当金 87,674千円
貸倒引当金 238,921千円
繰越欠損金 255,320千円
有価証券評価損 69,852千円
減損損失 203,893千円
その他 35,136千円

繰延税金資産小計 1,281,603千円
評価性引当額 △735,258千円

繰延税金資産合計 546,344千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △153,886千円

繰延税金負債合計 △153,886千円
繰延税金資産の純額 392,457千円

＜関連当事者との取引に関する注記＞
子会社及び関連会社等 （単位：千円）

種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

東汽観光㈱ 直接所有
100%

役員の兼任
ホテル賃貸
資金の貸付

資金貸付 ― 長期貸付金 495,000
ホテル建物
の賃貸 31,553 その他流動資産 25,899

小笠原海運㈱ 直接所有
51%

役員の兼任
資金の借入 資金借入 800,000 長期借入金 800,000

東海自動車
サービス㈱

直接所有
100%

役員の兼任
資金の貸付 資金貸付 ― 長期貸付金 165,000

大島旅客
自動車㈱

直接所有
100%

役員の兼任
資金の貸付 資金貸付 ― 長期貸付金 189,000

注1．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
注2．取引条件及び取引条件の決定方針等

取引条件については、個別交渉の上、決定しております。
注3．長期貸付金及び破産更生債権等に対し、貸倒引当金747,000千円（当事業年度減少額 33,000千円）を

計上しております。
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＜収益認識に関する注記＞
収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表＜収益認識に関する注記＞に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

＜１株当たり情報に関する注記＞
１．１株当たり純資産額 1,568円22銭
２．１株当たり当期純利益 158円50銭
（注）各注記の記載金額は全て千円未満を切り捨てて表示しております。
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